
（単位：千円）

予定額 備　　考

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他営業収益

営業外収益

補助金

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

（単位：千円）

予定額 備　　考

営業費用

管渠費

ポンプ場費

流域下水道
維持管理負担金

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息

消費税及び
地方消費税

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画

（収　　　入）

款 項 目

収益的収入及び支出

下水道事業
収益

下水道事業
費用

（支　　　出）

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備　　考

資本的収入

企業債

企業債

他会計出資金

国庫補助金

国庫補助金

負担金

受益者負担金

その他負担金

（単位：千円）

予定額 備　　考

資本的支出

建設改良費

管渠建設改良費

流域下水道
建設負担金

企業債償還金

予備費

予備費

資本的収入及び支出

企業債償還
金

（支　　　出）

款 項 目

（収　　　入）

款 項 目

他会計出資
金

令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　 当年度純利益

　　 減価償却費

　　 退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　 貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　 賞与引当金の増減額（△は減少）

　　 法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 28,000

　　 長期前受金戻入額 △ 494,466,000

　　 支払利息

　　 未収金の増減額（△は増加）

　　 未払金の増減額（△は減少） △ 13,017,254

　　　　 小　計

　　 利息の支払額 △ 73,658,000

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出 △ 897,810,674

　　 無形固定資産の取得による支出 △ 155,557,228

　　 補助金等による収入

　　 負担金等による収入

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 844,082,847

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 667,609,000

　　 その他の企業債の償還による支出 △ 8,548,000

　　 他会計からの出資による収入

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 資金増加額（又は減少額） △ 113,403,936

　　 資金期首残高

　　 資金期末残高

令和５年度鎌ケ谷市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（
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（
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（単位：円）

１  固    定    資    産

（１） 有  形  固  定  資  産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △5,426,373

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △3,028,458,122

二 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △10,769,662

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

（２） 無  形  固  定  資  産

イ 地 上 権

ロ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３） 投　資　そ　の　他　資　産

イ そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２  流    動    資    産

（１） 現  金  預  金

（２） 未  収  金

（３） 貸  倒  引  当  金 △1,500,000

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資   産   の   部

(令和６年３月３１日)
令和５年度鎌ケ谷市下水道事業予定貸借対照表
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３  固    定    負    債

（１） 企  業  債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 引  当  金

イ 退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

４  流    動    負    債

（１） 企  業  債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 未  払  金

（３） 引  当  金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

（４） そ  の  他  流  動  負  債

流 動 負 債 合 計

５  繰    延    収    益

（１） 長  期  前  受  金

（２） 長期前受金収益化累計額 △1,966,248,725

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６  資    本    金

７  剰    余    金

（１） 資  本  剰  余  金

イ 他 会 計 補 助 金

ロ 国 庫 補 助 金

ハ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 利  益  剰  余  金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資   本   の   部

負   債   の   部
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（単位：円）

営業収益

　（１）下水道使用料

　（３）他会計負担金

　（４）その他営業収益

営業費用

　（１）管渠費

　（２）ポンプ場費

　（４）流域下水道維持管理負担金

　（６）総係費

　（７）減価償却費

　（８）資産減耗費

　　営業損失

営業外収益

　（２）補助金

　（３）他会計負担金

　（５）長期前受金戻入

　（７）雑収益

営業外費用

　（１）支払利息

　（３）雑支出

　　経常利益

特別利益

　（２）過年度損益修正益

　（３）その他特別利益

特別損失

　（４）過年度損益修正損

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　その他の未処分利益剰余金変動額 △ 240,907,918

　　当年度未処分利益剰余金

令和４年度鎌ケ谷市下水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

10,230,347

34,848
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（単位：円）

１  固    定    資    産

（１） 有  形  固  定  資  産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △4,199,373

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △2,254,377,122

二 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △9,999,662

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

（２） 無  形  固  定  資  産

イ 地 上 権

ロ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３） 投　資　そ　の　他　資　産

イ そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２  流    動    資    産

（１） 現  金  預  金

（２） 未  収  金

（３） 貸  倒  引  当  金 △1,000,000

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資   産   の   部

(令和５年３月３１日)
令和４年度鎌ケ谷市下水道事業予定貸借対照表
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３  固    定    負    債

（１） 企  業  債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 引  当  金

イ 退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

４  流    動    負    債

（１） 企  業  債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 未  払  金

（３） 引  当  金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

（４） そ  の  他  流  動  負  債

流 動 負 債 合 計

５  繰    延    収    益

（１） 長  期  前  受  金

（２） 長期前受金収益化累計額 △1,471,782,725

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６  資    本    金

７  剰    余    金

（１） 資  本  剰  余  金

イ 他 会 計 補 助 金

ロ 国 庫 補 助 金

ハ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 利  益  剰  余  金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資   本   の   部

負   債   の   部
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法により算出した当年度の末日における退職手当

の要支給額に相当する金額を計上している。

なお、公営企業会計適用時の差異（ 千円）については、令和２年度から１０年間にわ

たり均等額を費用処理している。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

ものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千円である。
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法により算出した当年度の末日における退職手当

の要支給額に相当する金額を計上している。

なお、公営企業会計適用時の差異（ 千円）については、令和２年度から１０年間にわ

たり均等額を費用処理している。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

ものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千円である。
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令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画明細書
収益的収入及び支出
（収　　　入）

営業収益 △ 9,662

△ 10,705

営業外収益

補助金

雑収益

他会計負担
金

長期前受金
戻入

下水道使用
料

他会計負担
金

その他営業
収益

比　較

下水道事業
収益

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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（単位：千円）

区　分 予定額

下水道使用料 下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理負担金

手数料 指定工事店登録手数料

国庫補助金 防災・安全交付金

一般会計負担金 一般会計負担金

受贈財産評価額 受贈財産評価額

一般会計補助金 一般会計補助金

国庫補助金 国庫補助金

負担金 負担金

その他雑収益 雑入

延滞金

節
説　　　　明

令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画明細書
収益的収入及び支出
（収　　　入）

営業収益 △ 9,662

△ 10,705

営業外収益

補助金

雑収益

他会計負担
金

長期前受金
戻入

下水道使用
料

他会計負担
金

その他営業
収益

比　較

下水道事業
収益

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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（支　　　出）

営業費用

管渠費 △ 14,397

ポンプ場費

総係費

流域下水道
維持管理負
担金

比　較

下水道事業
費用

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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（単位：千円）

区　分 予定額

光熱水費 光熱水費

通信運搬費 通信運搬費

委託料 公共下水道管渠清掃委託

公共下水道施設等補修委託

排水施設維持管理委託

工事請負費 管渠等補修工事

負担金 共有管維持管理負担金

光熱水費 光熱水費

通信運搬費 通信運搬費

委託料 公共下水道管渠清掃委託

排水施設維持管理委託

自家用電気工作物点検委託

工事請負費 管渠等補修工事

保険料 保険料

負担金 流域下水道維持管理負担金

報酬 パートタイム会計年度任用職員報酬

公共下水道事業審議会委員報酬

給料 給料

手当 地域手当

扶養手当

管理職手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

住居手当

休日・夜間勤務手当

児童手当

賞与引当金繰入
額

賞与引当金繰入額

法定福利費 法定福利費

法定福利費引当
金繰入額

法定福利費引当金繰入額

節
説　　　　明

（支　　　出）

営業費用

管渠費 △ 14,397

ポンプ場費

総係費

流域下水道
維持管理負
担金

比　較

下水道事業
費用

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

-　417　-



減価償却費

資産減耗費 △ 7

比　較款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

-　418　-



（単位：千円）

区　分 予定額

退職給付費 退職給付費

旅費 旅費

備消品費 消耗品費

備品購入費

光熱水費 光熱水費

印刷製本費 印刷製本費

通信運搬費 通信運搬費

委託料 下水道使用料徴収業務委託

ストックマネジメント点検調査委託

下水道台帳整備委託

経営戦略等改定支援業務委託

受益者データ整備委託

下水道事業会計指導業務委託

公共下水道施設等調査委託

受益者負担金業務電算委託

産業廃棄物処理委託

手数料 手数料

賃借料 公営企業会計システム

受益者データ管理システム

受益者負担金消込システム

パソコン使用料

基幹系端末賃借料

下水道管埋設使用料

修繕費 修繕費

研修費 研修費

食糧費 食糧費

負担金
上下水道料金システム更新負担金（債務負担行
為）

日本下水道協会負担金

流域下水道協議会負担金

下水道使用料等事務連絡協議会負担金

水洗便所改造融資利子補給金

保険料 保険料

貸倒引当金繰入
額

貸倒引当金繰入額

有形固定資産減
価償却費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減
価償却費

無形固定資産減価償却費

節
説　　　　明

減価償却費

資産減耗費 △ 7

比　較款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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営業外費用 △ 10,483

支払利息 △ 10,483

雑支出

特別損失

予備費

予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

消費税及び
地方消費税

過年度損益
修正損

-　420　-



（単位：千円）

区　分 予定額

企業債利息 公共下水道事業債

流域下水道事業債

資本費平準化債

公営企業会計適用債

一時借入金利息 一時借入金

消費税及び地方
消費税

消費税及び地方消費税

その他雑支出 受益者負担金等還付加算金

過年度損益修正
損

過年度損益修正損

予備費 予備費

節
説　　　　明

営業外費用 △ 10,483

支払利息 △ 10,483

雑支出

特別損失

予備費

予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　較

消費税及び
地方消費税

過年度損益
修正損

-　421　-



令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画明細書
資本的収入及び支出
（収　　　入）

資本的収入

企業債

企業債

△ 9,426

△ 9,426

国庫補助金

国庫補助金

負担金

△ 1,966

他会計出資
金

受益者負担
金

他会計出資
金

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

その他負担
金

比　較

-　422　-



（単位：千円）

区　分 予定額

公共下水道事業債

流域下水道事業債

資本費平準化債

一般会計出資金 一般会計出資金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

受益者負担金 受益者負担金

船橋市負担金

松戸市負担金

共有管建設負担
金

建設改良等企業
債

節
説　　　　明

令和５年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算実施計画明細書
資本的収入及び支出
（収　　　入）

資本的収入

企業債

企業債

△ 9,426

△ 9,426

国庫補助金

国庫補助金

負担金

△ 1,966

他会計出資
金

受益者負担
金

他会計出資
金

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

その他負担
金

比　較

-　423　-



（支　　　出）

資本的支出

建設改良費

比　較

管渠建設改
良費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

-　424　-



（単位：千円）

区　分 予定額

給料 給料

手当 地域手当

扶養手当

管理職手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

住居手当

休日・夜間勤務手当

児童手当

法定福利費 法定福利費

旅費 旅費

備消品費 消耗品費

委託料 実施設計委託

江戸川左岸処理区管渠基本設計業務委託

家屋調査委託

公共下水道事業計画変更業務委託

公共汚水桝設置位置申請書取得業務委託

都市計画決定図書作成業務委託

水道仮配管実施設計委託

地質・土質調査委託

積算材料単価調査委託

測量委託

下水道計画図データ編集業務委託

街区別人口統計表作成業務委託

複写機保守委託

賃借料 下水道設計積算システム

複写機使用料

工事用土地借上料

下水道計画図管理システム

積算資料等電子版使用料

節
説　　　　明

（支　　　出）

資本的支出

建設改良費

比　較

管渠建設改
良費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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△ 7,030

△ 22,726

△ 22,726

予備費

予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

流域下水道
建設負担金

企業債償還
金

企業債償還
金

比　較

-　426　-



（単位：千円）

区　分 予定額

工事請負費 江戸川左岸処理区公共下水道工事

手賀沼処理区公共下水道工事

路面復旧工事

附帯工事等

公共汚水桝設置工事

補償費 公共下水道工事に伴う物件及び移設補償

研修費 研修費

負担金 船橋市共有管建設負担金

白井市共有管建設負担金

松戸市共有管建設負担金

負担金 江戸川左岸流域下水道事業建設負担金

手賀沼流域下水道事業建設負担金

印旛沼流域下水道事業建設負担金

公共下水道事業債

資本費平準化債

流域下水道事業債

その他企業債償
還金

公営企業会計適用債

予備費 予備費

建設改良等企業
債償還金

節
説　　　　明

△ 7,030

△ 22,726

△ 22,726

予備費

予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

流域下水道
建設負担金

企業債償還
金

企業債償還
金

比　較

-　427　-




